
2020年度第１四半期の連結業績についてご説明します。
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今期１Qの受注高は312億円で、前年同期比減少しますが、
大口商談が２Q以降に集中する予定であったこと、
新型コロナウイルスの影響で中国への渡航が可能となる２Q以降に電子関連の受注が増加すると見込
んでいたことなどから、
当初から１Qは低めに推移すると想定していました。

２Q以降は、
FPD関連のスマートフォン用中小型OLEDや大型TV用LCD投資等の大口商談が２Q以降に集中する
こと、
エレクトロニクス関連の投資が活発化する中国への渡航が再開できたこと、
１Qの半導体は一時的な端境期であり、２Qから回復見込みであること、
コンポーネントや分析機器等も設備投資の段階的回復が見込まれることなどから、
受注回復を見込んでいます。

受注高1,800億円・売上高1,650億円・営業利益150億円の通期計画はいずれも達成見込みです。
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１Qの受注高については、大口商談の２Q以降への集中、渡航制限等により、当初想定通りではあるも
のの、前年同期の352億円から312億円に減少しました。

売上高も、期初受注残高が低かったこと及び受注減少により468億円から366億円に減少し、営業利
益も49億円から10億円に減少しました。
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半導体・電子部品の受注高は、当初より２Qに商談集中予定であったため、１Qは前年同期比減少し
ていますが、上期受注は前年同期並みを見込んでいます。

電子部品は中国でパワー半導体や５G関連等の投資の動きが活発化する中、渡航制限でエンジニアが
中国に渡航できずにいましたが、順次移動可能になってきています。

FPD関連も２Q以降、特に下期に大口商談があり、２Qから受注が増加し始める見込みです。

コンポーネント関連は、自動車関連の設備投資計画延期等により前年同期比減少しました。
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１Qの受注高は、大口商談の２Q以降への集中や渡航制限により低水準となりましたが、２Q以降の
受注回復により、上期790億円、通期1,800億円の受注計画に変更はありません。

半導体は、１Qは一時的な端境期となりましたが、２Qから回復し、通期では前年同期並みを見込んで
います。
ロジックのEUV活用に伴うメタルハードマスク工程への新規参入を足掛かりに、ファウンドリーやメモリメー
カーとのセカンドベンダーとしての共同開発案件が増加しており、来年度以降の貢献を見込んでいます。

電子部品は、中国のパワー半導体や５Gに関連した投資等の動きが活発化するなか、移動制限も緩和
傾向にあります。既にエンジニアが数人、日本から中国に渡航し、直接、仕様等の確認ができるようになり
商談のスピードが速まっており、２Q以降の受注増加を見込んでいます。

FPD関連では、中小型OLED、大型TV用LCD等の大口商談が2Q以降に集中しており、通期計画通
りの受注を見込んでいます。

コンポーネントは、２Q以降、半導体・電子関連設備投資等を中心に段階的回復を見込んでいます。
クライオポンプは、下期にOLED関連の大口商談が複数あることなどから受注増加を見込んでいます。

その他は、新型コロナウイルスの影響等により欧米研究所向け分析装置の商談が進んでいませんでした
が、2Ｑ以降、欧州から順次回復すると見込んでいます。

6



売上高は、半導体・電子部品、FPD関連、コンポーネント等、受注減少に伴い前年同期比減少しまし
た。

2Q以降、受注高回復とともに売上高も回復する見込みです。
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売上高減少に伴い営業利益率が低下していますが、売上総利益率はほぼ横ばいとなっています。

今後、モノづくり力強化による利益率改善と売上回復の効果で売上総利益率・営業利益率ともに改善
していく計画です。
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バランスシートですが、売上高の減少もあり、受取手形・売掛金は89億円、支払手形・買掛金は24億
円減少しました。
総資産も53億円減少し、自己資本比率は54％となりました。

以上で説明を終了いたします。
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